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コロナ禍および物価高騰等の影響を受ける本県経済
への継続支援 

(1) エネルギー価格高騰対策の継続・拡充 

 〇 物価高騰に対するエネルギー価格高騰対策の継続・拡充 

(2) 地域経済活動の構造強化 

 〇 価格転嫁の円滑化の一層の推進および事業構造の強化に係る支援 

(3) 総合的な経済対策の実施 

〇 国において全国的・継続的な経済対策の実施 

 

(1) エネルギー価格高騰対策の継続・拡充 

〇 本県経済は、３年超に及ぶコロナ禍で疲弊していることに加え、現下の物価高騰

が依然として続き、製造業をはじめ、幅広い事業者に影響。 

○ 上下水道事業のように代替性のないインフラサービスを提供する地方公営企業に

おいても、エネルギー価格高騰が経営に影響。 

〇 国において、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金の積み増しを含む

エネルギー価格高騰への対策が講じられたところであるが、エネルギー価格高騰に

ついては全国的な課題となっており、国が引き続き一元的な対策を継続するととも

に、支援の拡充を行うことが必要。 

(2) 地域経済活動の構造強化 

〇 地域の中小企業等が物価高騰を乗り越えるためにも、適正な価格転嫁を行い、賃

上げの原資を確保できることが必要であるため、価格転嫁の円滑化等による取引適

正化等を一層進めるとともに、成長分野への投資等、事業構造の強化に係る支援が必

要。 

(3) 総合的な経済対策の実施 

〇 本県においても、補正予算や対策本部の設置等により対策を進めているところで

あるが、将来にわたり効果が持続するよう中長期的な取組に対する一層の支援が必

要。 

２．提案・要望の理由 

１．提案・要望内容 

【提案・要望先】内閣官房、内閣府、厚生労働省、経済産業省、国土交通省 

 物価高騰等の影響を受けている事業者を下支えするとともに、未来を見据えた投資

の促進に取り組むことにより、本県経済・産業の持続的な成長につなげていく。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 〇 滋賀県が実施した令和４年度第４四半期（令和５年１～３月期）の景況調査によ

ると、業況ＤＩは全体でマイナス 9.6、特に製造業ではマイナス 25.2 となってお

り、前期に比べると全体で 1.1 ポイント悪化している。今後の見通しについては、

エネルギー価格の高騰などを理由に、さらに 1.9 ポイント悪化する見込み。 

 〇 民間調査会社が実施した調査（令和４年 12 月～令和５年 1 月）によると、県内

企業の価格転嫁率は 40％にとどまっており、県内の事業者からは、「コストの増加

が経営を圧迫している」「電気代等にかかる値上がり分の価格転嫁が難しい」など、

厳しい状況を訴える声がある。  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（本県の取組状況と課題） 

担当：商工観光労働部商工政策課 
TEL 077－528－3712 
琵琶湖環境部下水道課 
TEL 077－528－4215 
企業庁経営課 
TEL 077－589－4651 

<令和 5 年度滋賀県の物価高騰対策メニュー> 

<国・県による支援の考え方> 


